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１．第２期さくら市国土強靱化地域計画＜実施計画編＞の概要 

１-１．計画の位置づけ 

第２期さくら市国土強靱化地域計画＜実施計画編＞（以下「本計画」という。）は、第２期さくら市国土強靱化地域計画に記載された脆弱性評価と推進方針に

基づき、脆弱性の低減・リスクシナリオの回避のためのより具体的な手段をまとめた計画です。 

第 2 期さくら市国土強靱化地域計画は第 3 次さくら市総合計画前期基本計画（以下「総合計画」という。）と整合・調和を図りながら本市における様々な分

野の国土強靱化の指針として位置付けた計画であることから、本計画においても総合計画と連動させるため、実施する事業や KPI 等は総合計画で設定され

たものを採用します。 

また、国においては「地方公共団体が取り組む国土強靱化施策を支援対象とする交付金・補助金メニューリスト」や「国土強靱化地域計画に基づき実施され

る取組に対する関係府省庁の支援等について」といった情報を公開し、交付金・補助金による支援を実施しています。本市においてこうした国の支援を受ける

具体的な事業の実施が想定される場合には、本計画において支援を受けるための必要な事項を記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期さくら市国土強靱化地域計画 
 

◇災害想定（地震、風水害） 
◇脆弱性評価 
◇推進方針（予防策）

第２期さくら市国土強靱化地域計画＜実施計画編＞ 

 
◇実施する事業及び KPI（総合計画と連動） 
◇国の支援を受ける事業

手段

第３次さくら市総合計画前期基本計画

連
動

連
動

整合・調和
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１-２．計画期間 

第２期さくら市国土強靱化地域計画の計画期間は、総合計画との連動のため、同計画の計画期間と同じく、令和 8 年度から令和 12 年度までを計画期間とし

ています。 

本計画についても、第２期さくら市国土強靱化地域計画と同じく令和 8 年度から令和 12 年度までを計画期間としますが、その期間中においても、社会情勢

の変化、施策の進捗状況等を踏まえ、毎年度、必要に応じて見直しを行うものとします。 

 

 

１-３．計画の実現のため実施する事業および改善すべきＫＰＩの記載について 

第２期さくら市国土強靱化地域計画の実現のための事業の一覧を記載します。 

総合計画との連動のため、総合計画で設定された基本事業を記載することとし、改善すべき KPI も基本事業に設定されているものを記載します。 

 

１-４．国の支援を受ける事業の記載について 

国土強靱化地域計画に基づき実施される取組等に対する関係府省庁の支援を受ける事業の一覧を記載します。 

国の交付金・補助金等の支援を受けようとする事業については、より具体的な記載内容が求められることから行政活動の最小単位である事務事業を記載する

こととし、関連する総合計画の基本事業、事業名称、担当課、具体的な事業内容、支援を受けようとする交付金・補助金の名称を記載します。

 R3～R7年度（５年間） R8～R17年度（10年間）

 
さくら市総合計画

第 2次 第３次

 後期基本計画 前期基本計画 後期基本計画

 
さくら市国土強靱化地域計画 第１期 第２期 第３期

 さくら市国土強靱化地域計画 

＜実施計画編＞
毎年度、必要に応じて見直し（事業の追加等）
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２．実施する事業及び改善すべきＫＰＩ

政
策
施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

いのちとくらしを守る災害
対策(施策の名称)

総務課 災害死傷者数 人 R6 0 R12年度 0 

01 01 01
幼児教育・保育サービス
の充実

こども政策課
保育所・認定こども園・地域型保育事業所の待機児
童数（4月1日現在）

人 R6 0 R12年度 0 

01 01 02 こどもの居場所づくり こども政策課 放課後児童クラブの待機児童数（4月1日現在） 人 R7 0 R12年度 0 

01 02 04
安全・安心な教育環境の
実現

学校教育課
小中学校の校舎･施設の長寿命化改修件数（基本
計画期間累計）

件 R7 - R12年度 2 

01 03 01
学ぶ機会と交流機会の
充実

生涯学習課 自主的な生涯学習活動に参加している市民の割合 ％ R7 17.9 R12年度 23.0 

01 03 03
スポーツに取り組む機会
の充実

スポーツ振興課 市内の体育施設の年間延べ利用者数 千人 R6 290 R12年度 324 

02 01 01
地域での福祉活動の推
進

福祉課
地域で福祉活動・福祉ボランティアを行っている市
民の割合

％ R7 7.7 R12年度 13.3 

02 01 01
地域での福祉活動の推
進

福祉課
社会福祉協議会・民生委員児童委員・市による見守
り事業ののべ利用者数

人 R6 2,133 R12年度 2,726 

02 01 02
障がい者（児）支援の充
実

福祉課
地域移行・一般就労への移行人数（基本計画期間
累計）

人 - - R12年度 40 

02 01 05 公営住宅の提供 建設課 長寿命化を実施した公営住宅戸数の割合 ％ R6 55.9 R12年度 91.9 

02 02 03
介護サービスの適正利
用

高齢課
高齢者１人当たりの介護保険の給付額＜月額＞の
栃木県との差

円 R6 202 R12年度 0 

第３次総合計画 
後期基本計画での位置づけ

基準値 目標値

国土強靱化
地域計画

全体の指標

担当課 改善すべきＫＰＩ 単位
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政
策
施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

第３次総合計画 
後期基本計画での位置づけ

基準値 目標値

担当課 改善すべきＫＰＩ 単位

02 03 03 感染症予防対策の充実 健康増進課 市内の感染症死亡者数 人 R5 28 R11年度 0 

02 03 04 地域医療体制の整備 健康増進課 市内の医療機関の医師数 人 R4 108.5 R10年度 108.5 

03 01 01 持続可能な農業の推進 農政課 担い手（個人・法人）への農地の集積率 ％ R6 58.5 R12年度 60.0 

03 01 02
農産物の付加価値の向
上

農政課 作付推奨作物（さつもいも、ねぎ）の作付面積 ｈａ R6 41.3 R12年度 43.3 

03 01 04 地産地消と食育の推進 農政課
学校給食で使用される地元農産物の割合（重量
ベース）

％ R5 48.0 R11年度 62.0 

03 01 05 森林経営管理の推進 農政課 森林整備面積（基本計画期間累計） ha R6 - R12年度 20.0 

03 03 02
観光資源の充実と施
設の適正管理

商工観光課 イベント及び観光・体験施設の年間利用者数 人 R6 178,500 R12年度 200,000 

03 03 03
歴史的文化的資源の保
存・継承・利活用

生涯学習課・
ミュージアム

文化財の来訪者及び文化財のイベント参加者数 人 R6 28,000 R12年度 30,800 

04 01 02 循環型社会の実現 生活環境課 廃棄物の最終処分量 t R7 1,181 R12年度 1,122 

04 03 01 市民の防災意識の向上 総務課
市民が防災対策として実践している項目数（全13項
目）

個 R7 3.96 R12年度 4.00 

04 03 02 地域防災力の強化 総務課 規約に基づいた自主防災組織の結成数 団体 R6 48 R12年度 60 

04 03 02 地域防災力の強化 総務課
市、行政区（自治会）等が主催した防災訓練等の参
加人数

人 R6 826 R12年度 1,000 
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政
策
施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

第３次総合計画 
後期基本計画での位置づけ

基準値 目標値

担当課 改善すべきＫＰＩ 単位

04 03 02 地域防災力の強化 総務課 消防団の充足率 ％ R7 95.3 R12年度 100.0 

04 03 03 災害情報の充実 総務課
市民が災害情報取得のために利用している手段数
（全６手段）

手段 R7 1.57 R12年度 1.57 

04 03 04
土砂災害・浸水対策の整
備

建設課 道路冠水箇所数 箇所 R6 0 R12年度 0 

04 03 04
土砂災害・浸水対策の整
備

総務課 建物浸水箇所数（床下以上） 箇所 R6 0 R12年度 0 

04 03 04
土砂災害・浸水対策の整
備

建設課
対策工事により甚大な被害が発生するリスクが
軽減された世帯数（基本計画期間累計）

世帯 R6 0 R12年度 16 

04 03 05 住宅の耐震化促進 都市整備課 住宅の耐震化率 ％ R6 92.7 R12年度 96.0 

05 01 02
安全で快適な道路の整
備

建設課
市道の拡幅を実施した道路の延長（基本計画期間
累計）

m - - R12年度 3,500 

05 01 02
安全で快適な道路の整
備

建設課
通学路安全対策を実施した箇所数（基本計画期間
累計）

箇所 - - R12年度 5 

05 01 03
道路・橋梁の改良及び
長寿命化と維持管理

建設課 危険な橋りょう数（健全度Ⅲ及びⅣ判定） 橋 R6 3 R12年度 0 

05 01 03
道路・橋梁の改良及び
長寿命化と維持管理

建設課
計画的な舗装修繕を実施した道路の延長（基本
計画期間累計）

ｍ - - R12年度 10,000 

05 01 04
拠点への移動円滑化の
推進

建設課 新規産業団地～東北自動車道までの移動時間 分 R6 24 R12年度 9 

05 01 04
拠点への移動円滑化の
推進

建設課 道の駅きつれがわ～東北自動車道までの移動時間 分 R6 31 R12年度 19 
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政
策
施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

第３次総合計画 
後期基本計画での位置づけ

基準値 目標値

担当課 改善すべきＫＰＩ 単位

05 02 03 空き家対策の推進
総合政策課
都市整備課

管理や利用状態が改善した空き家数（基本計画期
間累計）

件 - - R12年度 45 

05 02 04 緑の憩い空間の形成 都市整備課
ユニバーサルデザインに対応した施設がある公園
数

箇所 R6 9 R12年度 11 

05 03 01 管路の維持管理・更新 水道課 石綿管の残存延長 m R6 17,253 R12年度 11,685 

05 03 01 管路の維持管理・更新 水道課 基幹管路の耐震化率 ％ R6 36.4 R12年度 47.9 

05 03 02
取水・浄水・配水施設等
の維持管理

水道課 取水・浄水・配水施設の機能不全件数 件 R6 0 R12年度 0 

05 03 05
合併処理浄化槽による
汚水処理の推進

下水道課
合併処理浄化槽で汚水処理している世帯数（下水
道が整備された区域を除く）

世帯 R6 3,812 R12年度 4,112 

05 03 06
汚水処理施設の適正
な維持・管理

下水道課 管路点検・清掃箇所の延長（基本計画期間累計） ｍ R6 - R12年度 25,000 

05 03 06
汚水処理施設の適正
な維持・管理

下水道課 汚水処理施設の老朽・耐震改修箇所数 箇所 R6 0 R12年度 1 

06 01 03 持続可能な財政運営 財政課 財政調整基金割合 ％ R6 21 R12年度 20 

06 01 04
公共施設等マネジメン
トの推進

財政課
公共施設等マネジメントにより廃止等された施
設の延べ床面積（基本計画期間累計）

㎡ R7 - R12年度 1575 

06 01 05 広報・広聴の充実 総合政策課 市政情報の提供の内容等に満足している市民割合 ％ R7 85.9 R12年度 86.0 

06 03 01
地域コミュニティ活動の
活性化

総務課 行政区（自治会）の活動に参加している市民の割合 ％ R7 40.2 R12年度 40.2 
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政
策
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策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

第３次総合計画 
後期基本計画での位置づけ

基準値 目標値

担当課 改善すべきＫＰＩ 単位

06 03 01
地域コミュニティ活動の
活性化

総務課 行政区（自治会）に加入している世帯の割合 ％ R7 65.7 R12年度 65.7 

06 03 02 市民活動の活性化 総合政策課 ボランティア活動を行っている市民の割合 ％ R7 9.8 R12年度 15.0 

06 03 02 市民活動の活性化 総合政策課 市民活動支援センター登録団体数 団体 R6 96 R12年度 100 
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３．国の支援を受ける事業

政
策
施
策

基
本
事
業

01 01 01 保育園補修整備事業 こども政策課 （仮称）さくらどろんこ保育園施設整備事業費補助金の交付（R7） 就学前教育・保育施設整備交付金

01 02 04
小学校施設補修整備事
業

学校教育課
令和６年度　指定避難所としての機能強化及び学校環境改善を目的と
し、喜連川小学校を含む市内6小学校の屋内運動場に空調設備を設置
する。

学校施設環境改善交付金

01 02 04 給食センター建設事業 学校教育課

令和６年度～令和７年度　学校環境改善を目的とし、各学校の給食調理
機能を集約した共同調理場としてさくら市給食センターを新築する。さくら
市給食センターは太陽光発電設備を有する環境配慮型施設として整備
する。

学校施設環境改善交付金

総合計画
での位置づけ

事業名称 担当課 具体的な事業内容 国土強靱化関係交付金・補助金
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